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	第25節　災害広報活動
	　情報部


　誤った情報等による社会的混乱を防止し、住民の不安の解消を図るとともに、被災地や隣接地域の住民の適切な判断と行動を支援し、その安全を確保するために、正確かつわかりやすい情報の速やかな提供及び住民等からの問い合わせ、要望、意見等に的確かつ迅速な対応を行う。

　なお、活動に際しては、高齢者、障害者、外国籍住民、外国人旅行者等災害時要援護者に対して十分配慮するよう努める。

１　住民等への広報活動（情）

　　村は、県、関係機関と緊密な連絡を取り、相互に協力しながら、広報資料の収集に努めるとともに、住民に対し、テレビ、ラジオ、防災行政無線、村ホームページ、掲示板、広報誌等を活用し、災害の規模に応じ次の情報を提供するものとする。

　(１)　災害の状況に関する情報・応急対策に関する情報

　(２)　二次災害の防止に関する情報

　(３)　避難場所・経路・方法等に関する情報

　(４)　医療機関等の生活関連情報

　(５)　ライフラインや交通施設等公共施設等の復旧情報

　(６)　交通規制等の状況に関する情報

　(７)　それぞれの機関が講じている施策に関する情報

　(８)　安否情報

　(９)　その他必要と認められる情報

　〔放送事業者〕（ＮＨＫ長野放送局・ＳＢＣ・ＮＢＳ・ＴＳＢ・ＡＢＮ・ＦＭ長野）

　(１)　法令に基づく放送送出

　　　災害対策基本法等の法令に基づき、関係機関から警報、避難命令等について放送送出の要請があった場合は、放送内容、優先順位等を考慮して、放送事業者は速やかに放送を実施する。

　　　なお、村からの放送要請は、県において一括調整し、「災害時における放送要請に関する協定」に基づき、県が要請を行う。

　　　法令に基づく放送送出要請機関は次のとおりである。

　　ア　県（担当＝危機管理防災課）及び村

　　イ　長野地方気象台（ＮＨＫ・ＳＢＣ・ＮＢＳ・ＴＳＢ・ＡＢＮに通知）

　　ウ　日本赤十字社長野県支部

　(２)　臨時ニュース等の送出

　　　放送事業者は、災害などの緊急事態に際して進んで情報を提供し、住民の適切な判断と災害の予防ないし拡大防止のために必要な放送を実施する。

　〔報道機関〕
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